
 

令和元年草加市議会９月定例会追加提出議案 

 

議 案 

第９２号議案 草加市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を

定める条例の一部を改正する条例の制定について 

１ 目的 

特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める内閣府令の

一部改正に伴い、食事の提供に要する費用の取扱いの変更、特定地域型保育事業者の連

携施設の確保義務の緩和及び猶予期間の延長等を行うとともに、条文の所要の整備を行

うものです。 

２ 内容 

⑴ 食費の提供に要する費用の取扱いの変更 

  幼児教育・保育の保育料の無償化の開始に伴い、３歳以上の子どもの食事の提供に

要する費用のうち副食費（主食以外のもの）を保護者から徴収することとします。た

だし、次に掲げる要件に応じて免除されます。 

【副食費の免除要件】 

認定の区分 免除の要件（①又は②のいずれか） 

１号認定 

（認定こども園（幼稚園部分）又は新制度

に移行した幼稚園に通う保育の必要性がな

い満３歳～５歳児） 

①市町村民税所得割合計額７７，１０１

円未満（年収３６０万円未満相当） 

②３人目以降の子ども（※） 

２号認定 

（保育園、地域型保育事業（小規模保育・

家庭的保育）、認定こども園（保育部分）

に通う保育の必要性がある３歳～５歳児） 

①５７，７００円未満（年収３６０万円

未満相当） 

②３人目以降の子ども（※） 

（※）３人目以降の子ども 

  １号認定においては小学３年生以下の子どもが、２号認定においては小学校就学

前の子どもが、３人以上いる場合の当該３人目以降の子ども 

⑵ 連携施設の確保に係る基準の緩和 

  ア 特定地域型保育事業者（※）（居宅訪問型保育事業を行う者を除く。）は、代替

保育を提供する連携施設（保育所、幼稚園又は認定こども園）の確保が著しく困難

である場合においては、その確保の要件を緩和します。 

（※）特定地域型保育事業者 

   満３歳未満の保育認定子どもに地域型保育事業を行うものとして市長が確認した

事業者 



イ 特定地域型保育事業者が、３歳児以上の保育の継続について、利用定員が２０人

以上の企業主導型保育事業施設又は地方公共団体の補助を受けている認可外保育施

設を連携施設とすることができるものとします。 

ウ ３歳児以上も利用できる保育所型事業所内保育事業を行う者は、連携施設の確保

を行わないことができるものとします。 

⑶ 連携施設の確保に関する猶予期間の延長 

 連携施設の確保の猶予期間をこれまでの５年から１０年に延長します。 

（猶予期間：令和７年３月３１日まで） 

３ 施行期日 

⑴ 幼児教育・保育の無償化に伴う食費の提供に要する費用の取扱いの変更等 

  令和元年１０月１日から施行します。 

⑵ 連携施設の確保に関する基準の緩和及び猶予期間の延長等 

  公布の日から施行します。 


